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畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
【６８，４８１百万円】

対策のポイント
平場・中山間地域などにおける畜産クラスターの仕組みを活用した取組を

進めることにより、我が国の畜産・酪農の収益力強化を進めます。

＜背景／課題＞
・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、畜産・酪農の体質強化を図るためには、省
力化機械の導入等による生産コストの削減や品質向上など、収益力・生産基盤を強化
することが重要となっています。

・このため、畜産クラスターの仕組みを活用して、平場・中山間地域など、地域の畜産
関係者が有機的に連携・結集し、地域ぐるみで収益性を向上させる取組を加速化する
ことが重要です。

政策目標
○生乳の生産量（745万ｔ（平成25年度）→750万ｔ（平成37年度））
○牛肉の生産量（ 51万ｔ（平成25年度）→ 52万ｔ（平成37年度））
○豚肉の生産量（131万ｔ（平成25年度）→131万ｔ（平成37年度））
○鶏卵の生産量（252万ｔ（平成25年度）→241万ｔ（平成37年度））

＜主な内容＞
畜産・酪農の収益力の強化を集中的に進めるため、１～３の事業を支援します。
特に、重点的に進めるべき課題に対応するため、

①「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に位置づけられた「肉用牛・酪農の生産基盤強化」
に向けて、キャトルステーションの整備等、効果的な肉用繁殖雌牛・乳用雌牛の増頭
・増産の取組を行う協議会に対し、１～３の事業を一体的に支援する「肉用牛・酪農
重点化枠」

②中山間地域の特徴を踏まえた畜産・酪農の取組を支援する「中山間地域優先枠」
③我が国の高品質な畜産物の輸出拡大につながる取組を支援する「輸出拡大優先枠」
を設定します。

１．施設整備事業
畜産クラスター計画に位置づけられた中心的な経営体に対し、収益力強化や畜産

環境問題への対応に必要な施設整備や施設整備と一体的な家畜導入を支援します。

２．機械導入事業
畜産クラスター計画に位置づけられた中心的な経営体に対し、施設整備との一体

性も確保しつつ、収益力の強化等に必要な機械の導入を支援します。

３．調査・実証・推進事業
収益力の強化に向けた新たな取組を行う畜産クラスター協議会に対し、その効果

を実証するために必要な調査・分析を支援します。
また、畜産クラスター事業の効果を一層高めるため、地域の連携をコーディネー

トする人材の育成を支援します。

補助率：基金管理団体へは定額
支援対象者へは、１、２の事業は１／２以内、３の事業は定額

基金管理団体：民間団体
支援対象者：中心的な経営体（畜産農家等）

［お問い合わせ先：生産局畜産企画課 （０３－３５０１－１０８３）］

［平成28年度補正予算の概要］
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畜産クラスターを後押しする草地整備の推進（公共）
【９，４００百万円】

対策のポイント
畜産クラスター計画を策定した地域において、地域ぐるみで効率的な飼料

生産を一層進めるため、収穫作業等の受託や大型機械化体系に対応した草地

整備を推進します。

＜背景／課題＞

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、我が国畜産の競争力の強化を図るためには、

地域ぐるみの高収益型畜産体制（畜産クラスター）の取組を通じて、国内の飼料生産

基盤に立脚した足腰の強い畜産経営を実現することが重要です。

・このため、畜産クラスター計画を策定した地域において、同計画に即して、収穫作業

等の受託や大型機械化体系に対応した草地・畑の一体的整備、草地の大区画化、排水

不良の改善等の基盤整備を推進することが必要です。

政策目標
飼料作物の単位面積当たりの収量が25％以上増加するよう草地の整備等を

推進

＜主な内容＞

１．大型機械化体系に対応した草地整備
大型機械による効率的な飼料生産を一層推進するため、草地・畑の一体的整備、

草地の大区画化、排水不良の改善等の整備を推進します。

・主な工種：区画整理、暗渠排水 等

国費率、補助率：２／３、１／２等

事業実施主体：国、都道府県、事業指定法人

２．家畜ふん尿を活用した肥培かんがい施設の整備
効率的な飼料生産基盤を形成するため、家畜ふん尿を発酵してスラリーとして有

効活用するための肥培かんがい施設等の整備を実施します。

・主な工種：肥培かんがい施設、排水施設 等

国費率：４／５（北海道）

事業実施主体：国

３．泥炭地帯における草地の排水不良の改善
効率的な飼料生産基盤を形成するため、土壌の特殊性に起因する地盤の沈下によ

る草地の湛水被害等に対処する整備を実施します。

・主な工種：整地、暗渠排水、排水施設 等

国費率：３／４（北海道）

事業実施主体：国

お問い合わせ先：

１の事業 生 産 局飼 料 課 （０３－６７４４－２３９９）

１の事業 農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２２０７）

２の事業 農村振興局水 資 源 課 （０３－３５０２－６２４４）

３の事業 農村振興局防 災 課 （０３－３５０２－６４３０）

［平成28年度補正予算の概要］
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畜産・酪農生産力強化対策事業
【１，６００百万円】

対策のポイント
畜産・酪農の生産力強化を図るため、性判別技術を活用した優良な乳用種

後継雌牛の確保及び受精卵移植技術を活用した和子牛の生産拡大、畜産経営
におけるＩＣＴ等の新技術を活用した繁殖性の向上、養豚における優良な純
粋種豚等の導入による豚の生産能力の向上等の取組を支援します。

＜背景／課題＞
・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、畜産・酪農の生産力を強化するためには、

優良な乳用種後継雌牛の確保及び和子牛の生産拡大を通じた酪農経営の収入増と、和
牛繁殖経営の繁殖性の向上を推進していくことが必要です。

・また、国産豚肉の競争力強化を図るため、養豚業の基礎となる種豚の生産性向上等を
図る必要があります。

政策目標
○生乳の生産量（745万t（平成25年度）→750万t（平成37年度））
○牛肉の生産量（ 51万t（平成25年度）→ 52万t（平成37年度））
○豚肉の生産量（131万t（平成25年度）→131万t（平成37年度））

＜主な内容＞
畜産・酪農の生産力の強化を図るため、以下の事業を支援します。
また、基金方式により複数年度の事業実施を可能とするなど弾力的な運用を行います。

１．酪農経営改善対策
酪農経営における優良な乳用種後継雌牛の確保や和子牛の生産拡大等を進めるた

め、畜産クラスター計画に基づく以下の取組を支援します。
（１）性判別受精卵・精液を活用した優良な乳用種後継雌牛の確保、和牛受精卵を活用

した和子牛生産の拡大等の経営改善に向けた計画的な取組
（２）和牛受精卵等の生産拠点の機器整備
（３）性判別精液生産機器等の導入
（４）受精卵移植技術の高位平準化を進めるための実技研修会等の開催

２．繁殖性等向上対策
乳用種後継牛及び和牛繁殖雌牛を効率的に生産するため、畜産クラスター計画に基

づく以下の取組を支援します。
（１）和牛繁殖経営におけるＩＣＴ等の新技術（情報通信技術も利用した発情発見装置

等）を活用した繁殖性の向上等を図るための取組
（２）子牛の損耗防止等を図るため、地域において新技術を活用した取組等（健康状態

を把握するための血液検査、監視装置等による分娩事故の防止等）への支援

３．養豚競争力強化対策
養豚業の基礎となる種豚の生産性向上等を図るため、以下の取組を支援します。

（１）優良な純粋種豚・精液等の導入
（２）飼料利用性を測定するための機器導入
（３）肉質を測定するための機器導入
（４）飼養衛生管理の高度化を図るための機器導入

４．家畜生産性向上対策
家畜の改良増殖目標の達成等のため、家畜の遺伝的能力を最大限に発揮させるため

の技術指導等の取組を支援します。

補助率：基金管理団体へは定額（支援対象者へは定額、１／２以内）
基金管理団体：民間団体

支援対象者：畜産クラスター協議会に位置づけられた団体の構成員である農業者等

[お問い合わせ先：生産局畜産振興課 （０３－６７４４－２５８７）]

［平成28年度補正予算の概要］
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（１）酪農経営改善対策

対策のポイント
酪農経営における性判別精液・受精卵を活用した優良な乳用種後継雌牛の

確保、和牛受精卵を活用した和牛主体の肉用子牛の生産拡大 を進め、の取組
畜産新技術に立脚した力強い酪農経営を確立します。

＜背景／課題＞
優良な乳・ 総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、酪農の生産力を強化するためには、「

を図り、酪農経営の収入増を推進し用種後継雌牛を確保した上で、和子牛の生産拡大
ていくことが必要です。

政策目標
生乳の生産量（745万 （平成25年度）→750万 （平成37年度 ）t t ）
牛肉の生産量（ 51万 （平成25年度）→ 52万 （平成37年度 ）t t ）

＜主な内容＞
１．事業内容
（１）酪農経営改善のための支援

性判別精液・受精卵を活用した優良な乳用種後継雌牛の効率的な確保 和牛受精卵、
等を活用した和子牛生産の拡大、和子牛育成施設の補改修、育成牛の外部預託の推進

。の経営改善に向けた計画的な取組を支援します
【補助率：定額、１／２以内】

（２）性判別精液生産機器の導入
性判別精液の生産に必要な機器の優良な乳用種後継雌牛を効率的に確保するため、

を支援します。導入
【補助率：１／２以内】

（３）和牛受精卵等の生産拠点の機器整備
を支援します。和牛受精卵等の生産拠点の能力強化に必要な機器の整備

【補助率：１／２以内】

（４）受精卵移植技術の実技研修会等の開催
を図るため、 を支援受精卵移植技術の受胎成績等の高位安定化 実技研修会等の開催

します。
【補助率：１／２以内】

２．事業実施主体
民間団体

[お問い合わせ先：生産局畜産振興課 (０３－６７４４－２５８７)]

［平成28年度補正予算の概要］
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［平成28年度補正予算の概要］

（２）繁殖性等向上対策

対策のポイント
ＩＣＴ）等の新技術を活用した繁殖性の畜産経営における情報通信技術（

を進め、畜産新技術に立脚した力強い畜産経向上、子牛の損耗防止等の取組
営を確立します。

＜背景／課題＞
・ 総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、畜産の生産力を強化するためには、畜産経営「

の により肉用子牛の生産拡大を図り、肥育経営のコスト削減による経営繁殖性の向上
改善を推進していくことが必要です。

政策目標
生乳の生産量（745万 （平成25年度）→750万 （平成37年度 ）t t ）
牛肉の生産量（ 51万 （平成25年度）→ 52万 （平成37年度 ）t t ）

＜主な内容＞
１．事業内容
（１）肉用牛の繁殖性向上システムの構築

人工和牛繁殖経営における繁殖性の向上を図るため、繁殖雌牛の行動や体温等から
授精の適期等を判断するための機器の導入 繁殖関連情報の蓄積を通じて、飼養管理や

する取組を支援します。の改善・指導等に活用
【補助率：定額、１／２以内】

（２）繁殖性向上に資する情報の測定・分析技術の実証
発情肉用牛の繁殖成績の向上や繁殖管理の効率化に資するための発育・栄養状態や

を推進します。周期等の指標を測定・分析する新たな技術の実証
【補助率：定額】

（３）飼養管理技術高度化推進
新技術を活肉用牛及び乳用牛における子牛の損耗防止等を図るため、地域において

用した取組等（健康状態を把握するための血液検査、分娩事故を防止するためのＩＣ
を支援します。Ｔを活用した簡易畜舎等）

【補助率：定額、１／２以内】

２．事業実施主体
民間団体

[お問い合わせ先：生産局畜産振興課 (０３－６７４４－２５８７)]
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［平成28年度補正予算の概要］

（３）養豚競争力強化対策

対策のポイント
豚の生産性・肉質等を向上するため、種豚生産経営における原種豚の生産

能力向上等の取組を進め、国産豚肉の競争力強化を図ります。

＜背景／課題＞
・ 総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、国産豚肉の競争力強化を図るため、養豚業の「

基礎となる 等を図る必要があります。種豚の能力向上

政策目標
豚肉の生産量（131万 （平成25年度）→131万 （平成37年度 ）t t ）

＜主な内容＞
１．事業内容
（１）優良な純粋種豚・精液の導入

優良な形質を持つ純粋種豚や人工授精用純粋種豚の繁殖能力等の向上を図るため、
精液、及びデータ収集のための一代雑種雌豚（両親ともに種豚登録されている場合に

を支援します。限る）の導入
【 】補助率：１／２以内

（２）飼料利用性を測定するための機器導入
飼料摂取量など飼料利用性の測定に必要な飼料利用性の良い種豚を作出するため、

を支援します。機器の導入
【 】補助率：１／２以内

（３）肉質を測定するための機器導入
我が国の消費者等に求められる肉質を持つ種豚を作出するため、ロースの大きさな

ど を支援します。肉質の測定に必要な機器の導入
【 】補助率：１／２以内

（４）飼養衛生管理の高度化を図るための機器導入
より高度な飼養純粋種豚における子豚の事故率や伝染性疾病のまん延防止のため、

を支援します。衛生管理を実施するために必要な機器の導入
【 】補助率：１／２以内

２．事業実施主体
民間団体

[お問い合わせ先：生産局畜産振興課 (０３－３５９１－３６５６)]
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○ 情報通信技術（ＩＣＴ）等を活用
した繁殖性の向上等を図るための
機器の導入

○ 農家の生産・経営情報の一元管理
によるデータに基づく飼養管理の効
率化・高度化

○ 地域の畜産技術者等の技術力強化、
子牛の損耗防止など地域における
技術的な課題の解決

○ 性判別受精卵・精液を活用した優良後
継雌牛の確保、和牛受精卵を活用した和
子牛の生産拡大、等の経営改善に向けた
計画的な取組

○ 和牛受精卵等の生産拠点の機器整備

○ 性判別精液生産機器等の導入

○ 受精卵移植技術の高位平準化
を進めるための実技研修会等の
開催

■ 優良な乳用種後継雌牛の確保及び和牛主体の肉用子牛の生産拡大

■ ＩＣＴ等を活用した繁殖性の向上等（拡充）

センサー

クラウド

獣医師等

人工授精師
牛群の健康診断

発情情報

繁殖
データ

携帯端末

計画的な
和子牛の生産

和牛受精卵

♀
計画的な

後継雌牛の生産性判別精液

性判別受精卵

乳めす 乳おす 交雑種 和牛
酪農家由来

① 乳用種性判別受精卵の活用
② 乳用種性判別精液の活用

→ 優良後継雌牛の確保

和牛受精卵の活用

→ 和子牛の増頭

乳用牛から
生産した子牛

肉用牛から
生産した子牛

和牛繁殖経営

○ 酪農経営においては、交雑種の生産が増加する一方で、乳用種後継雌牛が減少しており、
和牛繁殖経営においても、高齢化の進展や繁殖成績の低下等により和子牛の生産が減少

○ このため、性判別技術を活用した優良な乳用種後継雌牛の確保及び受精卵移植技術を活用し
た和子牛の生産拡大を図る取組等を推進

○ 国産豚肉の競争力を強化するため、種豚の生産性向上等を図る取組を推進

畜産・酪農生産力強化対策事業（基金）

補助率１／２以内。ただし、
・乳用牛性判別受精卵：
・乳用牛性判別精液 ：
・和牛受精卵 ：

１頭当たり上限 100,000円
１頭当たり上限 6,000円
１頭当たり上限 70,000円

■ 養豚業の基礎となる種豚の生産性の向上等
○ 優良な純粋種豚・精液等の導入

○ 飼料利用性を測定するための機器導入

○ 肉質を測定するための機器導入

○ 飼養衛生管理の高度化を図るための機器導入 肉質の測定 畜舎消毒洗浄ロボット

■ 家畜の遺伝的能力を最大限に発揮させるための技術指導等
○ 生産性のデータ収集・分析に基づいた技術指導や現地講習会の開催

P

支援対象者：畜産クラスター協議会に位置づけられた団体の構成員である農業者等

【平成２８年度補正予算額： １，６００ 百万円】
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飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業

【９００百万円】

対策のポイント
自給飼料増産に向けて、草地の生産性向上を図るため、①難防除雑草の駆

除及び駆除対策の活用・普及等の取組を支援します。また、飼料生産基盤を有

効活用するため、②国産粗飼料の広域流通体制の構築、③公共牧場の活用拡大

と機能強化、④我が国に適した放牧（日本型放牧）の取組を支援します。

＜背景／課題＞

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」（平成27年11月25日ＴＰＰ総合対策本部決定）に即し、

将来にわたり意欲をもって畜産経営を継続していけるよう、自給飼料の一層の生産拡

大を図り、畜産・酪農の競争力強化を強力に進めることが喫緊の課題です。

・こうした中、肉用牛・酪農経営の生産基盤の強化を図るため、

① 従来の草地改良では防除の難しい難防除雑草の駆除、

② 土地条件の制約等から自給飼料生産が困難な地域に対する国産粗飼料の広域流通

体制の構築、

③ 有用な飼料生産基盤であるものの十分に活用できていない公共牧場の活用拡大と

機能強化、

④ 大幅な生産コストの削減につながる我が国に適した放牧(日本型放牧)の推進を進

める必要があります。

政策目標
○飼料作物の生産量

（350万TDNﾄﾝ（平成25年度） → 501万TDNﾄﾝ（平成37年度））

○飼料自給率の向上（26％（平成25年度） → 40％（平成37年度））

○飼料作付面積の拡大（89万ha（平成25年度）→ 108万ha（平成37年度））

＜主な内容＞

自給飼料の一層の生産拡大に加え、飼料生産基盤の更なる利活用の取組を緊急的に進

め、国産飼料に立脚した畜産への転換を推進します。

１．草地難防除雑草駆除対策事業

難防除雑草駆除計画を策定し、計画に基づき行う高位生産草地への転換（除草剤散

布、耕起、砕土、整地、施肥、土壌改良資材の投入、優良品種の導入等による施工）

や駆除対策の活用・普及等の取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

［平成28年度補正予算の概要］
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２．国産粗飼料広域流通体制整備事業

（１）広域供給利用協定の締結等、国産粗飼料の広域的な供給・利用を推進するための

検討会の開催等を支援します。

（２）国産粗飼料の広域的な供給・利用を推進するために必要な施設・機械の整備を支

援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：飼料生産組織、農業者集団等

３．公共牧場活用生産基盤強化支援事業

（１）地域における肉用牛・酪農の生産基盤の強化に資するため、計画に基づき行う夏

期預託から周年預託への転換、公共牧場自ら行う肉用子牛の生産や乳用後継牛の供

給の取組等を支援します。

（２）コントラクターや生産組合が利用率の低下した公共牧場等を有効活用するために

行う草地の生産性改善や機械導入等の取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：地方公共団体、農業者集団等

４．日本型放牧モデル普及推進事業

（１）肉用牛の周年親子放牧や乳用牛の集約放牧等の日本型放牧の普及のため、モデル

実施に係る計画作成、放牧地確保のための調整会議の開催、疾病予防対策の実施等

の取組及びモデル実施のための条件整備を支援します。

（２）日本型放牧の全国的な普及を推進するため、優良事例の収集・分析、事例集の作

成、専門家による現地指導、地域指導者の育成、地域での放牧技術普及等の取組を

支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：農業者集団等、民間団体

[お問い合わせ先：生産局飼料課 （０３－６７４４－２３９９）]

［平成28年度補正予算の概要］

3
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畜産経営体質強化資金対策事業
【１，７００百万円】

対策のポイント

意欲ある畜産農家の経営発展に向けた投資意欲を後押しする長期・低利の

一括借換資金を融通するとともに、乳用牛及び繁殖牛の計画的な増頭のため

の家畜の購入・育成資金の借入れに係る農業信用基金協会の債務保証の保証

料を免除します。

＜背景／課題＞

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、畜産クラスター計画の策定が進んでいく中

で、同計画に基づき地域全体の支援を得て新しい経営展開を図っていく意欲ある畜産

経営が多く出てくることが想定されます。

・そのような場合に、既往負債の償還負担を軽減し、新たな償還計画を策定しようとす

る経営体に対して、資金融通の円滑化のための支援が必要となります。

・また、乳用牛及び繁殖牛の計画的な増頭のため、家畜の購入・育成資金の融通の円滑

化のための支援が必要となります。

政策目標
○生乳の生産量（745万ｔ（平成25年度）→750万ｔ(平成37年度））

○牛肉の生産量（ 51万ｔ（平成25年度）→ 52万ｔ(平成37年度））

○豚肉の生産量（131万ｔ（平成25年度）→131万ｔ(平成37年度））

＜主な内容＞

１．畜産経営体質強化支援資金融通事業

畜産クラスター計画に位置づけられた中心的な経営体又は認定農業者のうち、酪農、

肉用牛又は養豚経営を営む者を対象に、既往負債の一括借換を行う長期・低利（貸付

当初５年間は無利子）資金を措置します。

また、資金の円滑な融通が行われるよう都道府県農業信用基金協会に対して支援を

行います。

２．乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業

乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭に必要な家畜の購入・育成資金の借入れについ

て、都道府県農業信用基金協会の債務保証に係る保証料を免除します。

補助率：基金管理団体へは定額（支援対象者へは定額）

基金管理団体：民間団体

［お問い合わせ先：生産局畜産企画課 （０３－３５０１－１０８３）］

［平成28年度補正予算の概要］
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○ 貸付対象者

畜産クラスター計画における中心的な経営体又は認定農業者のうち、酪農、肉用牛又は養豚経営を

営む者

○ 貸付条件

・ 償還期限 ： 酪農及び肉用牛25年以内（うち据置期間５年以内）・養豚15年以内（うち据置期間５年以内）

・ 貸付利率 ： 0.15％以内 （貸付当初５年間は無利子）

・ 利子補給率： 1.01％

○ 融資機関 農協、農業協同組合連合会、農林中央金庫、銀行、信用金庫、信用協同組合

○ 融資枠 60億円（平成28年度補正予算額 1,565百万円）

○ 事業の効果

○ 仕組み

※貸付利率及び利子補給率はH28.8.19現在

１．畜産経営体質強化支援資金融通事業

意欲ある畜産農家の経営発展に向けた投資意欲を後押しするため、既往負債の償還負担を軽減
する長期・低利（当初５年間は無利子）の一括借換資金を融通。

畜産経営体質強化資金対策事業の概要

既往負債の償還額

利子補給、債務保証
への支援を実施

・・・・・

○年目 △年目 □年目 ◇年目 ▲年目

長期・低利の資金に一括借換

償還負担が経営発展の取組の支障に ・・・・・

○年目 △年目 □年目 ◇年目 ▲年目 ■年目 ◆年目

・・・・・・・

償還額の圧縮により償還負担を軽減し、
経営発展の取組を推進

新しい経営展開のため
の投資の財源に活用

基金管理団体

交付金
（代位弁済時）

補助

融資機関

農業信用基金協会

利子補給

債務保証（融資の円滑化） 畜産農家

融資

国
（事業実施主体）

２．乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業

意欲ある畜産農家の乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭を支援するため、家畜の購入・育成資金
の借入れに係る農業信用基金協会の債務保証の保証料を免除。

○ 支援対象者

乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭を行う酪農又は肉用牛経営を営む者

○ 支援内容

乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭に必要な家畜の購入・育成資金の借入れについて、都道府県

農業信用基金協会の債務保証に係る保証料を免除

○ 対象資金 民間金融機関が融資する家畜の購入・育成資金

○ 平成28年度補正予算額 135百万円

○ 事業の効果

畜産農家の保証料負担の軽減により家畜の購入・育成資金の借入れが円滑化され、乳用牛や繁

殖牛の増頭が図られることにより生産基盤が強化

○ 仕組み

基金管理団体

交付金

補助

融資機関

農業信用基金協会

債務保証 畜産農家

融資

国
（事業実施主体）

債務保証料にかかる
保証料免除
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加工施設再編等緊急対策事業
【１，０００百万円】

対策のポイント
農畜産物の流通に必須となる加工施設について、再編合理化を通じてコス

ト縮減を図る取組、高度化等によりニーズの高い加工品への転換を図る取組
等を支援します。

＜背景／課題＞
「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、加工施設の再編合理化や高度化等を支援し、

農畜産物の生産段階以降のコスト縮減を図ることにより、国内農業の競争力の強化を図
る必要があります。

政策目標
○製造ライン転換による生クリーム製造量の増大

（132万トン（平成24～26年度平均）→179万トン（平成37年度））
○処理・加工コストの縮減（牛肉：▲10％、豚肉：▲20％）
○製粉工場等の再編合理化による製造コストの５％削減
○精製糖工場等の再編合理化による製造コストの縮減を図るため、業界全体

の稼働率を20％程度向上 等

＜主な内容＞
１．畜産物の競争力強化
（１）乳業工場の機能強化

ハード系チーズ、脱脂粉乳等を製造する乳業者が実施する輸入品との競合の少
ない品目（ソフト系チーズ、生クリーム、脱脂濃縮乳等）への製造ラインの転換
を支援します。

（２）食肉処理施設の再編合理化
食肉の処理・加工コストの縮減を図るために再編合理化等に取り組む食肉処理

業者が実施する処理施設の整備や既存施設の廃棄等を支援します。

２．農産物の競争力強化
（１）製粉工場等の再編合理化

国内産小麦・大麦の効率的な加工体制の構築に取り組む製粉企業等が実施する
施設の再編合理化を支援します。

（２）精製糖工場等の再編合理化
コスト削減を図るために工場の再編合理化に取り組む精製糖企業等が実施する

工場の廃棄や製造施設の高度化等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：乳業者、食肉処理業者、製粉企業、精製糖企業 等

お問い合わせ先：
１（１）の事業 生 産 局 牛 乳 乳 製 品 課（０３－６７４４－２１２８）
１（２）の事業 生 産 局 食 肉 鶏 卵 課（０３－６７４４－２１３０）
２（１）の事業 政策統括官付貿易業務課（０３－６７４４－１２５７）
２（２）の事業 政策統括官付地域作物課（０３－６７４４－２１１６）

［平成28年度補正予算の概要］
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外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業
【１８０百万円】

対策のポイント
国産畜産物の輸出等需要フロンティアの開拓を図るため、産地と外食産業

等の連携により、国産畜産物を活用した新商品の開発のための技術開発等を

支援します。

＜背景／課題＞

・ 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、国産畜産物の競争力を強化し、輸出等需

要フロンティアの開拓を図ることにより、攻めの農林水産業を推進する必要がありま

す。

・ 近年、安全・安心な国産畜産物を原材料とすることにより、商品の高付加価値化・

差別化を図ろうとするレストランや小売店、食品製造業者等が増加してきており、産

地としては、こうした需要に対応した原材料の安定供給が求められています。

政策目標
国産畜産物の使用量が５年間で10％増加

＜主な内容＞

１．技術・機械開発等推進事業
生産者等と外食・中食・加工業者を結びつけるマッチング会の開催、実証事業の

実施に当たっての技術指導の取組等について支援します。

２．技術・機械開発等実証事業
需要者における新しいニーズの調査、産地と複数年契約を締結する外食・中食・

加工業者による国産畜産物を活用した新商品の開発のための技術開発や新商品への
原料原産地表示等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：

生産局牛乳乳製品課 （０３－３５０２－５９８７）

生産局食肉鶏卵課 （０３－３５０２－５９８９）

[平成28年度補正予算の概要]
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品目別輸出促進緊急対策事業
【２，９９７百万円】

対策のポイント
高品質な我が国農林水産物の一層の輸出拡大のため、品目ごとの輸出拡大

のための各種取組等を支援します。

＜背景／課題＞
「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、コメ、牛肉、青果物、花き、茶、林産物、

水産物等、我が国の農林水産物・食品の輸出拡大の重点品目の全てで相手国の関税が撤
、 、廃されることを踏まえ 品目ごとに しオールジャパンで輸出に取り組む輸出団体も活用

を行う必要があります。「農林水産業の輸出力強化戦略」に沿った輸出拡大の取組

政策目標
農林水産物・食品の輸出額を拡大

（7,451億円（平成27年）→１兆円（平成31年（平成32年から１年前倒し)))

＜主な内容＞
１．コメ・コメ加工品輸出特別支援事業

輸出商品・販売方法の多様化のために事業者が行う実証の取組 海外でのプロモー、
、 、米輸出拡大のための 等ション活動の強化 海外規制への対応の取組促進 実践的調査

を支援します。
委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体

２．青果物輸出特別支援事業
植物検疫条件を満たすのに必要な殺菌処青果物の輸出を拡大するため、輸出先国の

理機材の整備 輸出先国の残留農薬基準に合致した品目別農薬使用マニュアル（防や、
除暦等）の作成 国内生産・出荷体制の構築 低温貯蔵・等により を支援するとともに、

等を支援します。輸送技術の実証
補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

３．日本産花き輸出促進緊急対策事業
アンテナショップ等による輸出先国におけるプロモー花きの輸出を拡大するため、

ション活動の強化 いけばなイベントを活用した輸出促進のや、世界各地で開催される
、 。取組 輸出向け包装資材のデザイン統一を図る取組を支援するとともに 等を支援します

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

４．茶輸出特別支援事業
新たな抹茶加工技術の実証緑茶の輸出を拡大するため、茶葉の乾燥を効率的に行う

主要な農薬 輸出相手国における日本と同等の残留農や、緑茶生産で使用する について
、 。薬基準の設定申請 海外での輸出環境調査 プロモーション活動の強化や 等を支援します

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体

５．農産物輸出コスト低減対策特別支援事業
低コスト防除体系や低コスト資材利用技術 輸出を目輸出相手国の規制に適合した 、

を支援するとともに、輸出指す産地間等での農業機械のシェアリング等の実証・普及
共同集荷・配送システ拡大に必要な青果物の低コスト・安定輸送技術の導入に向け、

、 を支援します。ムの構築 先端貯蔵技術による周年安定出荷体制の強化等の技術実証
補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：協議会、農業者団体、地方公共団体、民間団体等

［平成28年度補正予算の概要］
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